
武見ゆかり （女子栄養大学 副学長，食生態学研究室）

本イニシアチブの取組と全体評価

「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ オープンフォーラム2025」

講演のアウトライン

１．東京栄養サミットと食環境戦略イニシアチブの関係

２．食環境戦略イニシアチブの取組

３．食環境戦略イニシアチブの全体評価

1

2025.11.20



東京栄養サミットと食環境戦略イニシアチブの関係

１．東京栄養サミットと食環境戦略イニシアチブの関係

２．食環境戦略イニシアチブの取組

３．食環境戦略イニシアチブの全体評価

2



3

外務省．栄養サミット
https://www.mofa.go.jp/mofaj/
ic/ghp/page25_002043.html

➢ 2012年 ロンドンオリンピック・パラリンピック競技大会の際に、地球規模で栄養課題について考え、
取り組もうと「成長のための栄養（Nutrition for Growth：N4G）」イニシアチブが開始。

➢ 日本政府は東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催国として、2021年12月に東京栄養サミッ
ト2021を主催。

➢ 世界の栄養改善に向けて実効性のある目標を設定するため、181の各国政府・企業・市民団体が、
自ら実践する内容を誓約（コミットメント）として発表。コミットメントの総数 396件。

東京栄養サミット2021 2021年12月開催



日本政府のコミットメント（抜粋）
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Japan - the Government of Japan The Government of Japan commits to: 

1. Further promoting Japan’s nutrition policies for leaving no one behind 
which is the foundation of a sustainable society throughout the life 
course as an important part of Universal Health Coverage (UHC) 
especially by the following measures: 

- Deploying a policy package with major nutrition policy actions including 
the promotion of a healthy diet and sustainable dietary environment by 
addressing issues such as excess sodium intake, underweight among 
young women and nutritional disparities caused by economic conditions.

- This would be implemented in collaboration with the government, 
businesses, academia and civil society. - Publishing the progress and 
achievements of these policies annually starting from 2023.
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Implementation of innovative actions 
through public-private-academia 

partnership in Japan.

Joint WHO and MHLW Japan N4G side event
“Creating “tipping point” for transforming food environment to 
achieve sodium reduction”
減塩を達成するための食環境の変革の「転換点」を創る
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・配信動画視聴用URL（日本語）：ttps://youtu.be/UcMpEpu4sf0
・同上（オリジナル・英語）：https://youtu.be/VfbwdVviWCQ

厚生労働省サイドイベントの１つ

司会 西田 千鶴（WHO）
 Steve Wearne（コーデックス委員会）

スピーカー
武見 ゆかり（日本）
Eduardo Nilson （ブラジル） 
Vindya Kumarapeli （スリランカ） 
Francesco Branca (WHO) ほか

https://youtu.be/UcMpEpu4sf0
https://youtu.be/VfbwdVviWCQ


自然に健康になれる
持続可能な食環境づくりの枠組み

厚生労働省．検討会報告書より抜粋
https://www.mhlw.go.jp/content/10900
000/000818295.pdf 7

栄養政策において
食環境づくりを強化

厚生労働省
  「自然に健康になれる持続可能な
食環境づくりの推進に向けた検討会」

令和3(2021)年2月～6月



厚生労働省  「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会」
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今回の食環境づくりは、減塩の推進等の健康の保持増進に関する視点、すなわち
栄養面を軸としつつ、事業者が行う環境面に配慮した取組にも焦点を当てた取組とし
て、産学官等が連携して進めていくことが適当。

基本理念

厚生労働省．検討会報告書より抜粋
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000818295.pdf

食環境づくりとは
人々がより健康的な食生活を送れるよう、人々の 食品へのアクセスと情報への
アクセスの両方を相互に関連させて整備していくものをいう。
ここでいう「食品」に該当するもの：食材、 料理及び食事の３つのレベルがある。



生活の質（QOL)

健康状態、疾病

栄養状態

栄養素の摂取状況

料理、食品の摂取状況

食 行 動
（いつ、どこで、誰と、何を、どのように、食べるか）

個人の知識、態度、スキル

周囲の人（家族、友人、職場）の支援

社 会 環 境

栄養状態，栄養素（食物）
摂取レベル

知識・態度・
行動レベル

環境レベル

食環境

日本の健康・栄養政策における食環境の位置づけ

情報へのアクセス 食物へのアクセス

生産（農・水・畜産場）

加工（食品企業・工場）

流通・小売・外食
（スーパー，食料品店，コンビニ・飲食店）

保健・医療・福祉・社会教育機関

保育園・学校・職場

地区組織など地域活動の場

より健康的な食物選択ができる食物生
産・加工・提供システムの整備

より健康的な食物選択を可能にする
情報提供システムの整備

マスメディア，インターネット

出典）厚生労働省：健康づくりのための食環境整備に関する検討会報告書，2004
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◆ 食環境とは，
食物へのアクセスと
情報へのアクセス、
並びに両者の統合
を意味する。

より健康的な食物
選択・食事内容に
なるように食環境
を整える：

食環境づくり
（整備）
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基本理念

厚生労働省．検討会報告書より抜粋
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000818295.pdf

優先して取り組むべき課題

（１）栄養面：減塩を最優先とし，加えて，若年女性のやせ，経済格差に伴う栄養格差

（２）環境面：直接・間接の取組，関係省庁との協力

食環境づくりとは
人々がより健康的な食生活を送れるよう、人々の 食品へのアクセスと情報への
アクセスの両方を相互に関連させて整備して いくものをいう。
ここでいう「食品」に該当するもの：食材、 料理及び食事の３つのレベルがある。



世界全体と東アジアの死亡に占める食事要因
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世界全体
東アジア

①食塩が多い

不健康な食事に
起因する死亡割合

日本を含む東アジアでは，食塩の過剰摂取による死亡割合が最も大きい

GBD 2017 Diet Collaborators. Lancet. 2019; 393: 1958-72より抜粋，武見訳

②全粒穀物が少ない
（精製度の低い穀物が少ない）

③果物が少ない

不健康な食事に
起因する死亡割合
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⑤野菜が少ない

④種実が少ない

番号は，日本人
の上位5位まで
の要因を示す
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循環器疾患

悪性新生物

糖尿病

その他の非感染性疾病

呼吸器系疾患

外因

慢性腎臓病

死亡者数 

196

49

42

38

31

25

21

19

12

12
11

(千人)

187

101
78

76
52

日本におけるリスク要因別の関連死亡者数－男女計(2019年)

* アルコール摂取は、糖尿病死亡235人の予防効果が推計値として報告されているが、図には含めていない。

総死亡数1,３８１千人
（2019年人口動態統計より）

男性 ①喫煙、②高血圧、③高血糖
女性 ①高血圧、②高血糖、③高LDLコレステロール

Nomura S, et al: Lancet Reg Health West Pac. 2022. doi:10.1016/j.lanwpc.2021.100377のデータより
中村正和氏（公益社団法人地域医療振興協会ヘルスプロモーション研究センター長）作成の図

≪予防可能な行動要因および代謝性要因34個のリスク要因のうち上位16個≫

野菜の少ない食事 3.4(千人）
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高血圧
肥満

糖尿病

高LDL血症

中年期

未成年期

高齢期

Livingston G et al. Lancet 2024
Published OnlineJuly 31, 2024
https://doi.org/10.1016/S0140-6736(24)01296-0

14の要因の対策により，
認知症の45%が予防可能
（2024年の推定）



健康日本21（第二次）最終評価報告書より

食塩摂取に関する目標項目の評価
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図表 12 食塩摂取量の平均値の推移（年齢階級別）

食塩摂取量の平均値は、ベース
ラインの平成 22（2010）年と⽐較

して有意に減少。しかし，目標（国
民平均8 g）の達成は危ぶまれる。

経年的な推移では、平成 22
（2010）年から平成 28（2016）年
は有意に減少。
平成 28（2016）年から令和元
（2019）年は有意な増減がない。

女性 6.5g/日

男性 7.5g/日

令和5年国民健康・栄養調査結果
✓食塩摂取量の平均値は 9.8 g ，男性 10.7 g，女性 9.1 g 。
✓ この 10 年間でみると、 男女とも有意な増減はみられない。 

厚生労働省. 健康日本21（第二次）
最終評価報告書 第3章（Ⅱ5～Ⅳ）

https://www.mhlw.go.jp/content/10904
750/001077213.pdf

日本人の
食事摂取基準
（2025年版）の

目標値



自然に健康
になれる

持続可能な
食環境づく
りの枠組み

厚生労働省．検討会報
告書より抜粋
https://www.mhlw.go.jp/
content/10900000/0008
18295.pdf 15



自然に健康
になれる

持続可能な
食環境づく
りの枠組み
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訴求型商品
非訴求型商品

PB商品の開発

健康的な商品
へのナッジ



食環境戦略イニシアチブの取組

１．東京栄養サミットと食環境戦略イニシアチブの関係
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2022年3月，厚生労働省は，この食環境づくりに賛同する事業者等（食品製造，

食品流通，メディア，団体など）の参画を得て、産学官等の関係者で構成される
新しい組織体「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」を立ち上げ。

18

健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ 特設サイト
https://sustainable-nutrition.mhlw.go.jp/

取組の実効性の確保及び成果の適正な評価に向けて

参画事業者には，
自ら行動目標をSMART形式で設定し，
モニタリング・評価，報告を義務付ける
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参画事業者数

※2025年度第1回新規参画事業者募集期間終了時点

（参画年度内事業者名五十音順）
2021年度参画

旭松食品株式会社 キユーピー株式会社 日清食品ホールディングス株式会社

味の素株式会社 株式会社健学社 株式会社法研へるすあっぷ21編集部

亀田製菓株式会社 敷島製パン株式会社 みるたす株式会社

キッコーマン株式会社 株式会社ニチレイ 株式会社 明治

2022年度参画

エスビー食品株式会社 シダックスコントラクトフードサービス株式会社 株式会社マルヤナギ小倉屋

株式会社エブリー 公益財団法人ダノン健康栄養財団 無塩ドットコム株式会社

株式会社おいしい健康 株式会社ニップン 株式会社ロコガイド 

株式会社Ocean Blue Bird 日本航空株式会社 株式会社ローソン

国際商業出版株式会社 マルハニチロ株式会社

2023年度参画

株式会社サンプラザ 日本生活協同組合連合会 ベースフード株式会社

株式会社シニアライフクリエイト 特定非営利活動法人日本メディカルハーブ協会 一般社団法人母子栄養協会

株式会社ゼンショーホールディングス ハウス食品グループ本社株式会社 株式会社マルト

株式会社たこ八 株式会社ファーストスクリーニング 森永乳業株式会社

2024年度参画

カルビー株式会社 株式会社ヘルスケアシステムズ 株式会社ヨークベニマル

株式会社福島中央テレビ 株式会社三菱UFJ銀行

2025年度参画

アポクリート株式会社 国分東北株式会社

参画事業者一覧 45事業者が参画
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健康日本21(第三次)の目標としてのイニシアチブの位置付け
健康日本21（第三次）（令和５年厚生労働省告示第207号）

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針

この方針は、全ての国民が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現に向け、誰一人取り残さない
健康づくりの展開(Inclusion)とより実効性をもつ取組の推進(Implementation)を通じて、国民の健康の増
進の総合的な推進を図るための基本的な事項を示し、令和６年度から令和17年度までの「二十一世紀にお
ける第三次国民健康づくり運動（健康日本21（第三次））」を推進するものである。

第二 国民の健康の増進の目標に関する事項

二 目標設定の考え方

３ 社会環境の質の向上

(二) 自然に健康になれる環境づくり

自然に健康になれる環境づくりとして、栄養・食生活、身体活動・運動、喫煙をはじめとする分野で取組が
進められており、これらの取組の推進に関する目標を設定する。具体的には、「健康的で持続可能な食環境
づくりのための戦略的イニシアチブ」、「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくり等による身体活動・運動に
取り組みやすい環境整備及び受動喫煙環境に関する目標について設定する。

目標 指標 目標値

「健康的で持続可能な食環境づくりの
ための戦略的イニシアチブ」の推進

「健康的で持続可能な食環境づくりの
ための戦略的イニシアチブ」に登録され
ている都道府県数

47都道府県
（令和14年度)
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A県

事業者①

厚生
労働省

学術管内
市町村

市民
社会

職能
団体

事業者②

学術

市民
社会

職能
団体

イニシアチブ

相補的・相乗的
に連携

事業者の参画パターン

① 都道府県等の組織体とイニシアチブの
両方に参画

② 都道府県等の組織体とイニシアチブの
いずれかに参画

地方銀行・
信用金庫等

都道府県等の組織体

事業者②

金融機関
（機関投資家・ 銀行等）

E

県

A

県
B

県

C

県

D

県

食環境アライアンス

厚生
労働省

アライアンスメンバー間で意見・情報交換

食環境アライアンスのイメージ
○都道府県等は、国と連携することにより、イニシアチブ※の人的・物的等リソースを活用し、健康的で持続可能な食環境づ
くりを効果的・効率的に推進することができる。

○都道府県等の組織体とイニシアチブの両方に参画する事業者は、両者それぞれのインセンティブを享受することができる。

※ 「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」
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食環境アライアンス 自治体数

食環境アライアンス申請状況

• 計27自治体が申請済み

※青字：正式登録自治体

北海道 青森県 岩手県

宮城県 秋田県 山形県

福島県 茨城県 栃木県

群馬県 千葉県 神奈川県

福井県 山梨県 岐阜県

三重県 滋賀県 京都府

大阪府 兵庫県 奈良県

広島県 山口県 徳島県

香川県 長崎県 大分県

都道府県等組織体立ち上げ、イニシアチブに正式登録した
福島県のウェブ掲載例
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• 子ども（生産年齢人口や年少人口に当たる年齢層）
を対象に、栄養課題への取組を講じることが重要。
•こども家庭庁と消費者庁の協力の下、子ども向け減塩普
及啓発資料を作成。

子ども向け減塩普及啓発資料 金融機関向け資料

•栄養とESGに関する国
際的潮流が生じているこ
とから、金融機関を対象
とした資料を作成。
•金融機関は、栄養課題
に取り組む食品関連事
業者とのエンゲージメント
やESG評価の参考資料
として活用できる。

経営幹部層向け資料
• 主に食品関連事業者を対

象とした資料を作成。

• 事業者の経営幹部層は
栄養課題等に理解を深め
ることができる。

• 事業者の担当者は、社内
の経営幹部層に対して栄
養課題への取組の重要性
等の説明資料として活用
できる。

各種公表資料のご紹介

パンフレット 事例集

ワークシート 指導者用資料
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食環境戦略イニシアチブの全体評価

１．東京栄養サミットと食環境戦略イニシアチブの関係

２．食環境戦略イニシアチブの取組

３．食環境戦略イニシアチブの全体評価
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• イニシアチブ参画事業者に取組を調査し、イニシアチブ全体の評価を行った。取組情報発信については全事業者を対象に、
その他の項目は行動目標を公開している事業者等を対象に共通の調査項目の回答を得た。

■実施目的

カテゴリ 設問 回答対象
取組情報発信 参画、行動目標公表、その実績などに関する情報発信状況 全参画事業者

目標達成度 行動目標ごとの昨年1年間の行動目標の達成状況

行動目標を公表済／公表にむけ最
終調整しており、実施期間が2024年
度を含む事業者

実績（商品への取組）

食塩の過剰摂取に対する取組の種類・出荷数（訴求型商品・非
訴求型商品・その他合算でないと取りまとめられない場合）

食塩の過剰摂取以外の行動目標の商品の種類・出荷数

実績（情報発信の取
組）

食塩の過剰摂取に関する情報発信の年間のアクセス数（紙・電
子媒体）

食塩の過剰摂取以外に関する情報発信の年間のアクセス数
（紙・電子媒体）

相対的減塩量
減塩量・算出根拠
（訴求型商品・非訴求型商品・その他合算でないと取りまとめられ
ない場合）

■主な調査項目と対象

• 2024年度のイニシアチブ参画事業者の取組を統一のKPIを用いてイニシアチブの全体評価を行う。

イニシアチブのKPIに対する参画事業者の状況（2024年度） 株式会社NTTデータ経営研究所
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• 2024年度末時点で、43事業者が参画しており、特に「その他」の分類が増加傾向にある。

• 食品製造カテゴリの事業者、食品流通のカテゴリの事業者ともに、行動目標に占める商品への取組の目標と情報提供の
目標の数について、昨年度のとりまとめ結果から傾向の変更はなく、情報提供の割合が多い。

事業者
カテゴリ

参画事業者
数（事業者）

確定申請版
行動目標表
の提出事業
者数（事業

者）

確定申請版
の行動目標
数（件）※２

取組タイプ別目標数（件） 対象課題別目標数（件）

商品への取
組（食塩の
過剰摂取）

商品への取
組（食塩の
過剰摂取以
外）

情報提供 食塩の過剰
摂取

若年女性の
やせ

経済格差に
伴う栄養格
差

環境面への
課題

食品製造 18 12 18 8 2 8 15 1 1 1

食品流通 6 6 7 6 1 1 7 1 0 0

メディア等 ７ 5 8 - - 8 6 4 1 1

その他 12 9 17 - - 18 13 8 0 6

合計 43 32
※１

50 14 3 35 41 14 2 8

該当する事業者の数

該当する行動目標の数

※１ 行動目標を公表しているが、目標の実施期間が2024年度を含まない事業者等がいるため、確定申請版行動目標表の提出事業者数の総和は2024年度全体評価回答事業者数（32事業者）と一致しない。
※２ １つの目標で複数取組タイプ、複数課題に取り組むものがあるため、取組タイプ別目標数および対象課題別目標数それぞれの合計と、確定申請版の行動目標数が一致しない。

武見先生宛：
助言会議でご質問いただいた、商品への取組に関する
バックデータです。★が、商品数未回答の事業者です。

【商品への取組を行っている事業者】
・製造：計8社
旭松食品株式会社（2件）
亀田製菓株式会社
キッコーマン株式会社
敷島製パン株式会社
株式会社マルヤナギ小倉屋
エスビー食品株式会社（2件）★
株式会社ニップン★
株式会社たこ八

・流通：計6社
株式会社ローソン★
無塩ドットコム株式会社（旧：株式会社ノルト）
株式会社サンプラザ
株式会社マルト
日本生活協同組合連合会
株式会社ヨークベニマル

イニシアチブのKPIに対する参画事業者の状況（2024年度） 株式会社NTTデータ経営研究所
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• 本項目はイニシアチブ参画事業者の全体像把握が必要と考え、行動目標とりまとめ期間を迎える前の事業者も含む43社に
調査を行い、計16事業者から取組発信状況について回答を得た。そのうち、最も多い媒体は自社HPであった。

• 統合報告書・サステナビリティレポートでの公表対象となる上場企業16事業者のうち４事業者がイニシアチブへの参画に
ついて掲載を行っている。

2024年度 取組発信状況

62,5%

（n=16事業者、複数回答）

その他の内訳：
• 出版物
• 新聞折込チラシ
• 事業者のアプリ
• 取材記事

イニシアチブのKPIに対する参画事業者の状況（2024年度）

※統合報告書にはサステナビリティレポート等類似資料も含む。

株式会社NTTデータ経営研究所

4

4

12HP

統合報告書・
サステナビリティレポート

その他

※一つの事業者において、複数の方法で取組発信をしている場合があるため、事業者数と発信状況の総和は必ずしも一致しない。
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2021年度参画

旭松食品株式会社 キユーピー株式会社 株式会社 明治

味の素株式会社 株式会社健学社 株式会社法研へるすあっぷ21編集部

亀田製菓株式会社 敷島製パン株式会社 みるたす株式会社

キッコーマン株式会社

2022年度参画

エスビー食品株式会社 シダックスコントラクトフードサービス株式会社 株式会社マルヤナギ小倉屋

株式会社エブリー 公益財団法人ダノン健康栄養財団 無塩ドットコム株式会社

株式会社おいしい健康 株式会社ニップン 国際商業出版株式会社

株式会社Ocean Blue Bird 日本航空株式会社 株式会社ローソン

2023年度参画

株式会社サンプラザ 日本生活協同組合連合会 特定非営利活動法人日本メディカルハーブ協会

一般社団法人母子栄養協会

株式会社ゼンショーホールディングス 株式会社マルト 株式会社たこ八

株式会社ファーストスクリーニング 森永乳業株式会社

2024年度参画

株式会社ヨークベニマル

• 目標達成度、実績（商品への取組、情報発信の取組）、相対的減塩量の項目について下記32事業者より回答を得た。

n=32

2024年度全体評価回答事業者一覧

イニシアチブのKPIに対する参画事業者の状況（2024年度） 株式会社NTTデータ経営研究所
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• 目標達成度は、昨年１年間における行動目標の達成状況（事業者による自己評価）として回答を得た。

• 2024年度末までに確定申請版行動目標を提出している事業者の各行動目標（全58目標）のうち、
約6割が「計画していた目標が達成できた」との結果であった。

2024年度 目標達成度

計画していた目標が達成できた

計画していた目標達成には至らなかったが前進できた

目標達成に向けての取組ができなかった

全体
(n=58目標、32事業者）

単位：目標件数

（37.0％）

35 

20 

3 

(60.3％）

(34.5％）

(5.2％）

※1 一部事業者の目標が、１つの目標において商品への取組、情報発信の取組の両方に関する内容を実施しており、
両方にカウントしているため、商品への取組と情報発信の取組の目標数の総和と全体の目標数は一致しない。

※2 1つの行動目標に複数の要素があるため、目標達成度の目標数と事務局で集計した目標数とは一致しない。

商品への取組
（n=20目標、14事業者）

情報発信の取組
（n=39目標、21事業者）

11

9

25

11

3

イニシアチブのKPIに対する参画事業者の状況（2024年度） 株式会社NTTデータ経営研究所
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1,724 

0 

357 323 
378 

0 
78 

0 

• 「食塩の過剰摂取」を行動目標に設定した参画事業者（12事業者）が行動目標に設定した減塩商品の出荷・販売数を
集計したところ、訴求型商品の出荷数は1,724万個であり、非訴求型商品の出荷量と比較して多かった。販売数についても
同様の傾向であった。

2024年度 減塩商品の出荷・販売数

1,724 

0 40 
323 

0 
395 

0 

万個      万SKU

訴求 非訴求
販売数（n=６事業者）

万個          万SKU万個      万SKU

出荷数（n=６事業者）

万個      万SKU

非訴求訴求

イニシアチブのKPIに対する参画事業者の状況（2024年度） 株式会社NTTデータ経営研究所

武見先生ご参考情報：
★＝商品数未回答の事業者
【商品への取組を行っている事業者】
・製造：計8社
旭松食品株式会社（2件）
亀田製菓株式会社
キッコーマン株式会社
敷島製パン株式会社
株式会社マルヤナギ小倉屋
エスビー食品株式会社（2件）★
株式会社ニップン★
株式会社たこ八

・流通：計6社
株式会社ローソン★
無塩ドットコム株式会社（旧：株式会社ノルト）
株式会社サンプラザ
株式会社マルト
日本生活協同組合連合会
株式会社ヨークベニマル

【減塩商品の出荷・販売数】
・訴求のうち出荷数事業者：計6社
旭松
亀田
キッコーマン
敷島製パン
マルヤナギ小倉屋
生協

・非訴求のうち出荷数事業者：計2社（2社上記と重複）
旭松
生協

・訴求のうち販売数事業者：計5社
無塩ドットコム
サンプラザ
マルト
たこ八
ヨークベニマル

・非訴求のうち販売数事業者：計2社（1社上記と重複）
ローソン
サンプラザ

11/18 更新
・追加で事業者に確認（旭松など一部製造事業者が「販売数」と回答
しており、出荷数の誤りでないかを確認し、複数事業者の数値を移動）
をした結果、エクセルのみ修正しており、ＰＰＴに反映できておりませんで
した。ヘッドメッセージとあわせ修正しています。
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• 情報発信へのアクセス数を集計したところ、 2024年度は、2023年度と比較して「食塩の過剰摂取」についての情報発信が
多く実施された。具体的には、HPやSNSなどの電子媒体で約4200万PV、紙媒体で1100万枚以上の情報発信が
実施された。

• なお、食塩の過剰摂取以外は、一部事業者の情報発信数が減ったこと等により、2023年度と比較して減少している。

2024年度 栄養課題に関する情報発信

272,266

150,900

（単位：アクセス数）
※電子と紙をまとめて集計

（参考）2023年度

食塩の過剰摂取に

関する情報発信

（n=8事業者）

食塩の過剰摂取

以外の情報発信

（n=4事業者）

（紙：枚数、n=10） （電子：PV数、n=13）

食塩の過剰摂取に

関する情報発信

食塩の過剰摂取以外に
関する情報発信

11,136,982 

42,441,877 

107,650 85,046 

（紙：枚数、n=5） （電子：PV数、n=3）

※一つの事業者において、複数の方法で取組発信をしている場合がある。

イニシアチブのKPIに対する参画事業者の状況（2024年度） 株式会社NTTデータ経営研究所
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• 「食塩の過剰摂取」を行動目標に設定した参画事業者（11事業者）における相対的減塩量を集計したところ、
訴求型商品は約1,080t、非訴求型商品は約25tであり、合計1,105tの削減につながっていることが分かった。
この数値は、日本人約１億人の１日分（10グラム）の食塩摂取量に相当する。

2024年度 相対的減塩量

※とりまとめ結果は、自社従来品との比較を行っている事業者と食品表示基準と比較した事業者の結果両方を合わせて集計している。
※回答は事業者の自己申告に基づいて集計している。

訴求商品（n=11事業者）

25.0
2,516.9

1,038.8

38.3

食品製造事業者 食品流通事業者

（弁当・総菜）

非訴求商品（n=2事業者）

食品製造事業者 食品流通事業者

（弁当・総菜）

単位：ｔ

0.1

イニシアチブのKPIに対する参画事業者の状況（2024年度） 株式会社NTTデータ経営研究所

食品流通事業者

（小売り）

食品流通事業者

（小売り）

01.84

11/18修正
・生協連が非訴求で0.1tと回答いただいており、生協連を小売りに移動したことで、本区
分が積み増しとなりました。



• 東京栄養サミットでは、国際NPOと世界的な機関投資家53社※が共同し、コミットメント（誓約）として、

「N4G投資家宣言」を公表した。

※ 53社の運用資産は、合計で12.4兆米ドル（2021年10月27日時点）。日本企業は、富国生命投資顧問(株)、三菱UFJ信託銀行(株)、

野村アセットマネジメント(株)、りそなアセットマネジメント(株)の４社。

• この宣言では、機関投資家グループは世界的な栄養危機が生じていることを認識しているとして、世界的な栄養
問題に関連するビジネスリスクと影響を最小限に抑え、投資家の利益と社会への還元を高めるため、全ての食品
企業に対し、 3つの行動の呼びかけを行った。

（出典）ATNiウェブサイト（https://accesstonutrition.org/app/uploads/2021/12/Investor-Pledge-Submitted-20211202-JP-only.pdf, 2024年７月９日アクセス）

東京栄養サミットにおける機関投資家グループの動き

33

１.年次報告
健康的な商品の売上比率、商品ポートフォリオの中で健康的な商品が占める割合に関する年次報告

２.健康的な商品の定義づけ
Health Star Rating（又はそれに相当する）栄養プロファイリング・モデルを活用した健康的な商品の
定義づけ

３. 「投資家からの要望」の活用
「栄養、食、健康に関する投資家からの要望」のフレームワーク（ガバナンス、戦略、ロビイング、透明性の
４つの柱）の活用



食環境整備では，食品・食事そのものの改善が，より効果的

Adams J, Mytton O, White M, Monsivais P. Why are some population interventions for diet and obesity more equitable and effective than others? The role of 
individual agency. PLoS Med. 2016 Apr 5;13(4):e1001990. を基に，坂口景子（淑徳大学）が作成したスライドに加筆

情報提供
（リーフレット）

↑
どちらの例も，妊娠前の女性の葉酸摂取量増加を目的とするポピュレーションアプローチ
↓

リーフレットの配布
入手

読む
理解する

葉酸入手

摂取する

食品への葉酸添加

食品への葉酸添加
商品の継続消費
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厚生労働省  日本人の食事摂取基準（2025年版）

妊娠を計画している女性，妊娠の可能性のある女性，
及び妊娠初期の妊婦は, 胎児の神経管閉鎖障害のリ
スクの低減のために, 通常の食品以外の食品に含ま
れる葉酸を400μg/日摂ることが望まれる。
（葉酸強化食品やサプリメントの利用も必要。）



○ 厚生労働省は、有識者検討会※1報告書（2021年6月公表）及び東京栄養サミット2021(2021年12月開催)を踏まえ、産学官
等連携※2による食環境づくりの推進体制として、「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」を2022年３月に立ち上げました。

○ 本イニシアチブは、「食塩の過剰摂取」、「若年女性のやせ」、「経済格差に伴う栄養格差」等の栄養課題や環境課題を重大な社会
課題として捉え、産学官等の連携・協働により、誰もが自然に健康になれる食環境づくりを展開。日本はもとより、世界の人々の健康
寿命の延伸、活力ある持続可能な社会の実現を目指しています。

※1 自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた検討会 ※2 「産」は、食品製造事業者、食品流通事業者、メディア等、多様な業種を含む。事業者の地域、規模等は問いません。

健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブ
～誰一人取り残さない食環境づくりの日本モデルを、世界に向けて発信・提案～
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産学官等関係者の緊密な連携

産

• 栄養面等の行動目標の設定・取組の実施・進捗報告等 • 中立的・公平な立場で
の食環境づくりに資する
研究の推進

• 事業者への適正な支
援、消費者への適正な
情報の提供

• 全体の仕組みづくり・成果等の
取りまとめ、関係者間の調整

• 健康・栄養政策研究を推進す
るための環境整備

学 官（厚生労働省）

職能団体・市民社会 等

• 事業者への建設的提言

• 消費者と事業者の適切な仲介
金融機関（機関投資家、銀行等）

ESG評価・投資・融資（事業機会の拡大を後押し）

➢栄養面・環境面に配慮した商品の積極的開発・主流化 【食品製造】
➢事業者単位・全社的に行う栄養面や環境面の取組の推進 【食品製造】
➢上記商品の販売促進 【食品流通】
➢健康的で持続可能な食生活の実践の工夫に関する情報提供 【メディア等】

活力ある持続可能な社会の実現

健康寿命の延伸

健康の保持増進・生活習慣病の予防

食品へのアクセス向上・情報へのアクセス向上
（健康関心度等に応じたアプローチ）

健康的で持続可能な食環境の実現に向けた社会実装エコシステムの構築と展開
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「健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブ」の推進 

（目標： 47都道府県との連携）

令和6年度～17年度
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日本高血圧学会
高血圧管理・治療ガイドライン2025 （2025年8月末発行）

第4章 社会全体での対策
１．健康日本21
２．食環境整備
３．身体活動を推進するための環境整備
４．循環器病対策基本法と関連する医療政策

食環境整備は，食物へのアクセスと情報へのアクセスの両面からなり，両
者を統合的に進めることが必要である。減塩のための食環境整備として，
WHOは，1）食品・食事中の食塩量の低減（減塩化）のための施策の
再構築，2）食品の包装前面表示（Front-of -pack labelling），3）
学校給食など公共的食料調達における減塩化，4）行動変容のためのコ
ミュニケーション戦略とマスメディアキャンペーンを推奨している。
（中略）
厚生労働省は 2022年（令和4年）度に「健康的で持続可能な食環境

戦略イニシアチブ」を立ち上げ，減塩を最優先課題として，産官学連携によ
る取組を開始した6)。健康日本21（第三次）では，この仕組みを47都道
府県に拡大することが「社会環境の質の向上」の目標の１つとされている。
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本イニシアチブの取組と全体評価

「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ オープンフォーラム2025」

まとめ

１．東京栄養サミットで政府がコミットした，減塩を最重要課題とした食環境施策
の具体化。
２．食環境戦略イニシアチブとして，事業者の参画を促進，各種啓発資料を作成，
健康日本21（第三次）の目標への位置づけ。
３．食環境戦略イニシアチブ全体で，減塩商品の出荷・販売状況，相対的減塩量，
情報発信量を評価。

2025.11.20

◆さらなる栄養面・環境面に配慮した商品の積極的開発と販売，それらの主流化！

◆健康的で持続可能な食生活の実践の工夫に関する情報提供の推進。
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